
渋川市監査委員公告第１３号 

 

  令和５年１１月９日付けで提出された渋川市職員措置請求について、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第５項の規定により監査を実

施したので、同項の規定により別紙のとおり公表する。 

　　令和５年１２月２８日 

渋川市監査委員　田　中　　　誠　　　 

 

渋川市監査委員　田　邊　寛　治　　　 
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 渋川市職員措置請求監査決定

 

 第１　請求人　住所　●●●●●●●●●●●●●●●

 　　　　　　　氏名　●●　●●

                     

 第２　請求内容

　請求人が提出した渋川市職員措置請求書の請求の要旨について、原文のまま掲載

した。 

 　また、事実証明書については、添付を省略した。

 

 渋川市職員措置請求書

 

 　１　事件の概要

渋川市議会令和５年度６月定例会の「議会だより」に一般質問で「スクールガ

ードリーダー」（以下、ＳＧＬ）が取り上げられていた、そこで会議録を検索

してみたが、市側の答弁に疑問点があるので、令和５年９月１４日、情報公開

 請求し同２５日「情報一部公開決定書」を得た（事実証明書①）。

開示された資料を見ると「ＳＧＬ」とは、文部科学省の「地域ぐるみの学校安

全体制整備推進事業」（以下、本件事業）を実施するにあたり、児童生徒を事

故・事件から守り安全を確保するための無償のボランティア「スクールガー

ド」の指導・助言等を行う、防犯・警備等の専門知識を有し、実務経験もあ

る、警察官等のＯＢ等から選考され教育委員会から委嘱された有償の役職とい

 える。

渋川市では、本件事業を実施するにあたり、令和元年９月より準備をはじめ、

同１０月２４日、渋川警察署生活安全課に「ＳＧＬ」の推薦依頼をしたとなっ

ているが、書面で依頼したのか不明であり、日付は不明であるが推薦断りの連

絡ありとなっている、また市民協働推進課に推薦依頼するも断られ、教職員Ｏ

Ｂからの選出を検討したいとなっている。公募しなかった理由は不明（事実証

 明書②）

令和２年４月１日、「本件事業」開始にあたり、何時どのような経緯で教育委

員会に提出されたのか分からない「平成３１年２月１日」現在の履歴書（事実

証明書③）を選定根拠として「●●●●」氏に決定、「ＳＧＬ」として１年

間、教育長名で委嘱された、複数の候補から選考されたのか、誰からか推薦が

 あったのか不明で、選考過程が不当である

 最初から「●●●●」氏ありきの選定の疑いがある。

しかしながら問題は、「●●●●」氏が令和３年８月２９日執行渋川市議会議
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 員補欠選挙に立候補し当選、渋川市議会議員になったことにある。

 　２　違法性

「ＳＧＬ」委嘱は、市が専門知識を有する者に１年間継続して役務を依頼し、

自己申告の活動時間（活動内容は不問）に時給１２００円を乗じた対価を支払

 うことを約し、被委嘱者は断ることも可能な随意請負契約といえる。

だとすれば、「●●●●」氏は令和３年８月２９日執行の補選にあたり地方自

 治法９２条の２兼業禁止規定に抵触している。

令和５年２月５日執行渋川市議会議員選挙において、「●●●●」氏は「ＳＧ

Ｌ」を委嘱されたまま再び立候補し、その選挙公報のプロフィールに「スクー

ルガードリーダー」と掲載して選挙活動に利用し現在渋川市議会議員の職にあ

 る。（事実証明書④）

令和５年３月１日施行の改正地方自治法によれば、議員個人による請負に関す

る規制の緩和で１会計年度の取引額が３００万円以内は兼業禁止規定に抵触し

ないこととなったが、令和５年３月１日以前の取引はその金額の多少にかかわ

 らず兼業禁止規定に抵触し治癒されることはない。

当選後５日以内に、「ＳＧＬ」辞職届を選挙管理委員会に出さなかった（公選

法１０４条違反）「●●●●」氏の当選無効あるいは議員資格喪失の判断は、

選挙管理委員会・議会に委ねるよりほかないが、兼業禁止規定に抵触していた

間の「ＳＧＬ」活動費支出は違法である、よって措置の請求をする。（事実証

 明書⑤）

 　３　措置の請求

渋川市長は「●●●●」に、市議会議員と「ＳＧＬ」を兼業していた令和３年

８月２９日から令和５年２月２８日までの間支払われた￥４６９８００の返還

 を命ぜよ、との勧告を求める。

 

　地方自治法第２４２条第１項の規定により別紙事実証明書を添えて、必要な措置

 を請求します。

 　　（事実証明書①～⑤）

 　

 第３　請求の受理

　本件請求は令和５年１１月９日に提起され、監査委員は、１１月１５日に要件審

査を行い、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４２

条に規定する要件を具備していると認められたので受理した。 

 

 第４　監査の実施

 　１　監査対象事項
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　　本件監査請求書及び事実証明書の内容を勘案し、監査の対象事項を次のとおり

 とした。

　　渋川市長が、令和３年８月２９日から令和５年２月２８日までの間、渋川市議

会議員●●●●氏に支払ったスクールガードリーダー報償が、違法・不当な公金

 の支出に該当するか。

 　２　監査対象部局

 　　本件請求に係る事務を所管している次の部局を監査の対象とした。

 　　教育部学校教育課

 　３　請求人の証拠の提出及び陳述

　　法第２４２条第７項の規定により、令和５年１１月２８日に請求人に陳述の機

会を与えたところ、請求人が出席し陳述がなされた。 

　　また、請求人から新たな証拠の提出がなされた。 

　　なお、新たな証拠の添付は省略した。 

　４　資料の提出及び関係職員からの聞き取り 

　　監査対象事項に係る次の資料の提出を求め、書類の調査を行うとともに、関係

職員から聞き取りを行った。 

　　（１）　●●●●氏をスクールガードリーダーに委嘱したことが確認できる書

 類一式

　　（２）　監査対象期間にスクールガードリーダー報償を●●●●氏に支払った

 ことが確認できる関係書類一式

 　　（３）　報償支給の根拠資料

 

第５　監査の結果 

　本件請求についての監査の結果は、合議により、次のように決定した。 

 

　令和３年８月２９日から令和４年１１月８日までに支払われた報償は、監査請求

 期間内にされた公金の支出とは言えないので、この期間に係る請求は却下する。

　上記期間以外に支払われた報償は、法第９２条の２に規定された請負に対する対

 価の支払ではないから、請求人の主張には理由がないので請求を棄却する。

 

 　以下、決定に至った理由を述べる。

 　１　却下の理由

　　請求期間について、法第２４２条第２項では、当該行為のあった日又は終わっ

た日から１年を経過したときは、これをすることはできないとされ、正当な理由

があるときはこの限りでないと定めている。 

　　正当な理由の有無については、最高裁は「普通地方公共団体の住民が相当の注
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意力をもって調査を尽くしても客観的にみて監査請求をするに足りる程度に当該

行為の存在又は内容を知ることができなかった場合には、法２４２条２項ただし

書にいう正当な理由の有無は、特段の事情のない限り、普通地方公共団体の住民

が相当の注意力をもって調査すれば客観的にみて上記の程度に当該行為の存在又

は内容を知ることができたと解される時から相当な期間内に監査請求をしたかど

うかによって判断すべきである」としている。 

　　これを本件についてみると、請求人が示している令和５年３月１日施行の改正

地方自治法は、地方自治法の一部を改正する法律（令和４年法律第１０１号）と

して令和４年１２月１６日に公布されており、また情報公開請求により報償の支

払状況を入手できることを鑑みれば、１年以上前の当該行為の存在又は内容を当

時から知ることができたと解され、１年を経過して請求した正当な理由があると

は言えない。したがって、令和４年１１月９日以降の支払分のみが監査対象とな

り、それ以外については、１年以上が経過していることから、法第２４２条第２

 項に定める監査請求期間内にされたとは言えない。

 　２　棄却の理由

　　（１）　監査委員が確認した事実 

　　　関係書類、関係職員からの聞き取り等により確認した事項は次のとおりであ

る。 

 　　　ア　委嘱状況

　　　　（ア）　●●●●氏は、令和４年４月１日、渋川市教育委員会教育長から

 令和４年度渋川市スクールガード・リーダーを委嘱されたこと

 　　　　（イ）　上記アは、令和２年度からの引き続きの委嘱であったこと

　　　　（ウ）　地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業に伴うスクールガード・

リーダー設置要領（令和元年１０月２３日設置、令和２年４月１日

施行、令和３年４月１日改正・施行。以下「設置要領」という。）

第３条には、書類等によりスクールガード・リーダーを選考し、委

嘱する旨の規定があるが、選考した経過が分かる文書がなかったこ

 と

 　　　イ　報償の支出状況

　　　　（ア）　源泉徴収前額で、令和４年１０月分謝金として同年１１月１８日

に１万８，６００円、同年１１月分謝金として同年１２月２０日に

１万５，６００円、同年１２月分謝金として令和５年１月２０日に

３，６００円、同年２月分謝金として同年３月２０日に９千円が支

 出されていたこと

 　　　　（イ）　令和５年１月は実施実績がないため報償の支出はなかったこと

 　　　ウ　報償支給の根拠
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　　　　設置要領第６条において、報償は時間単位を基準額とし、１時間当たり

１，２００円（交通費等諸雑費込）とし、勤務実績に基づき支給するものと

し、スクールガード・リーダーは活動報告書を勤務翌月に渋川市教育委員会

 宛てに提出すること、とされていること

 　　（２）　監査委員の判断

　　　本件監査請求書等から、請求人は、「法第９２条の２兼業禁止規定に抵触し

ているので、渋川市長は、●●●●氏に対して、市議会議員と「スクールガー

ド・リーダー」を兼業していた令和３年８月２９日から令和５年２月２８日ま

での間支払われたスクールガード・リーダー報償４６万９，８００円の返還を

 命ぜよ。」と主張しているものと解する。

　　　請求人が違法な公金の支出の根拠としている令和５年３月１日施行の改正地

方自治法第９２条の２には、「普通地方公共団体の議会の議員は、当該普通地

方公共団体に対し請負（業として行う工事の完成若しくは作業その他の役務の

給付又は物件の納入その他の取引で当該普通地方公共団体が対価の支払をすべ

きものをいう。（中略））をする者（中略）たることができない。」と規定さ

れている。 

　　　これを本件についてみると、請求人は「「ＳＧＬ」委嘱は、市が専門知識を

有する者に１年間継続して役務を依頼し、自己申告の活動時間（活動内容は不

問）に時給１２００円を乗じた対価を支払うことを約し、被委嘱者は断ること

も可能な随意請負契約といえる。」と前提し、市議会議員が委嘱されているこ

とは法第９２条の２の兼業禁止規定に抵触すると主張している。しかしなが

ら、法第９２条の２に規定された請負は、業として行う工事の完成若しくは作

業その他の役務の給付又は物件の納入その他の取引で当該普通地方公共団体が

対価の支払をすべきものをいうのであり、自らスクールガード・リーダーとな

り、事業として役務を行うことはできない。スクールガード・リーダーは、渋

川市教育委員会教育長によって委嘱され、勤務実績によって報償を支給される

 性質のものであり、法第９２条の２に規定された請負には当たらない。

　　　したがって、当該財務会計上の行為が違法又は不当である理由を摘示してい

るとは認められない。 

 

 付記

 　今回の監査を行う中で、次のとおり意見があった。

　設置要領には、書類等によりスクールガード・リーダーを選考し、委嘱する旨の

規定があるが、選考した経過が分かる文書がなかった。選考経過は文書として残し

 ておくべきものと考えるので、適切に事務を執行されたい。


